
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．重要な会計方針

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券････････償却原価法(定額法)によっている。

その他有価証券

 時価のあるもの･････････････決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

 時価のないもの････････････個別法による原価法によっている。

(２)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産

     定額法によっている。

リース資産(所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産)

     リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡

(３)引当金の計上基準

賞与引当金･･････････････職員に対する賞与の支給に備えるため､支給見込額のうち当期に帰属す

                                  　 る額を計上している｡

退職給付引当金･･････････職員の退職給付の支給に備えるため､期末自己都合要支給額に相当する

                                  　 金額を計上している。

役員退職慰労引当金･･････役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計

                                  　 上している｡

(４)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである｡

(単位：円)

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

  退職給付引当資産 191,377,000 30,920,500 0 222,297,500

  減価償却引当資産 49,299,000 0 167,000 49,132,000

  施設建替資金積立資産 149,430,030 50,000,000 98,280 199,331,750

  分析計測機器取得積立資産 20,000,000 9,201,000 0 29,201,000

合      計 410,106,030 90,121,500 265,280 499,962,250



３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科      目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に
対応する額)

特定資産

  退職給付引当資産 222,297,500 (0) (0) (222,297,500)

  減価償却引当資産 49,132,000 (0) (49,132,000) -

  施設建替資金積立資産 199,331,750 (0) (199,331,750) -

  分析計測機器取得積立資産 29,201,000 (0) (29,201,000) -

合      計 499,962,250 0 (277,664,750) (222,297,500)

４．固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　建物 821,025,245 554,420,037 266,605,208

　建物附属設備 59,364,423 18,374,445 40,989,978

　構築物 25,236,388 20,859,700 4,376,688

　車両運搬具 74,345,069 66,157,767 8,187,302

　什器備品 314,922,265 260,195,464 54,726,801

合      計 1,294,893,390 920,007,413 374,885,977


